
令和５年６月28日  

 

 

報道関係各位 

 

公立大学法人岩手県立大学令和４事業年度における業務の実績、令和４年度決算

（財務諸表等）及び第三期中期目標期間における業務の実績について 

公立大学法人岩手県立大学（理事長：千葉茂樹、副理事長/学長：鈴木厚人）では、地方独立

行政法人法等の規定に基づき、令和４事業年度の業務の実績について自己点検・評価し、「令和

４事業年度に係る業務の実績に関する報告書」及び「令和４年度財務諸表等」としてまとめる

とともに、第三期中期目標期間６年間（平成 29年４月～令和５年３月）の業務の実績について

自己点検・評価し、「第三期中期目標の期間における業務の実績に関する報告書」としてまとめ

たので、お知らせします。 

記 

第三期中期目標期間は、東日本大震災津波からの復興とその先を見据えた地域の未来づくり

に寄与し、地域社会をリードするため、「ふるさとの未来を拓き、未来を担う人材を育む学びの

府」として、知事から指示された第三期中期目標に掲げられている「いわて創造人材の育成と

地域の未来創造に貢献する大学」を目指し、全学一体となって取り組みました。 

１ 令和４事業年度における業務の実績（別紙１） 

(１) 令和４事業年度における業務の実績について自己点検・評価を行い、報告書を作成しま

した。なお、報告書については、７月上旬に本学ウェブページに掲載する予定です。 

(２) 本業務の実績の評価については、岩手県地方独立行政法人評価委員会の評価を経て、今

秋、同評価委員会から公表されるものです。 

２ 令和４年度決算（別紙２－１、２－２） 

(１) 本法人の令和４年度決算は、地方独立行政法人会計基準等に従って処理し、地方独立行

政法人法の規定に基づき、財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関する書類

等）、事業報告書、決算報告書として取りまとめたものであり、監査法人及び法人の監事

により適正であると認められたものです。 

(２) 財務諸表については、県の承認後、年内に県報において公告するとともに、一般の閲覧

に供するものです。 

３ 第三期中期目標の期間における業務の実績（別紙３） 

第三期中期目標期間６年間の業務の実績について自己点検・評価を行い、報告書を作成しま

した。なお、報告書の本学ウェブページへの掲載並びに当該実績の評価及び公表については、

上記１の令和４事業年度における業務の実績と同様です。 

 

【問合せ先】公立大学法人岩手県立大学 事務局     

［１、３について］企画室長 佐藤          

TEL：019-694-2005 FAX：019-694-2001 

E-Mail：kikaku@ml.iwate-pu.ac.jp 

［２について］事務局次長兼総務室長 新沼      

TEL：019-694-2036 FAX：019-694-2001 

〒020-0693 岩手県滝沢市巣子 152-52 

https://www.iwate-pu.ac.jp/ 



令和４事業年度に係る業務実績の概要について
“いわて創造人材の育成と

地域の未来創造に貢献する大学”

県から指示（H28.12.22）

第三期中期目標

第三期中期計画

ふるさとの未来を拓き、未来を担う⼈材を育む
「学びの府」として地域に貢献

・初年次教育や高年次基盤教育など、専門教育との有機的な連携に配慮した基盤教育課程の構築
・学部横断的に学ぶ副専攻「いわて創造教育プログラム」や各学部の専門を生かした地域志向教育
の充実

・課題解決型授業や演習・実習の充実等による能動的学習の推進
・効果的な学習支援体制の構築と能動的学習に対応した学習空間など、最適な教育環境の整備
・グローバルな視野を涵養するため、体系的な授業科目の編成と海外研修や留学生との交流機会の
拡充

・効果的な志願者確保と研究科を含めた各課程における入学定員の充足
・キャリア教育やインターンシップ等を通じた確実な就業力の育成と県内就職の促進

【教育】全学的な教学マネジメントの下、各学部の特性に応じた「いわて創造人
材」を育成（17の計画項目）
（ポイント）いわての「未来を創造する人材」を育成するため、産業界・地域等との連携のもと、
いわてをフィールドとした地域志向教育の充実と学生の主体的学修を促す能動的学習の推進

区分 分野 取り組んだ事項 業務実績

Ａ
の
う
ち
、
特
に
取
組
が
進
ん
だ
項
目

教育

・専門教育との有機的な連携に配慮した
基盤教育課程の構築【№２】

・⽂理融合データサイエンスプログラムの開始や数学学習相談室の開講
・キャリア教育の評価基準の作成
・学修成果を測るための基盤教育アンケートの継続実施
・英語科目のカリキュラムの改定に向けた準備 等

・学生への経済的支援、課外活動の支援
【№14】

・本学独⾃の新たな給付奨学⾦の創設
・「岩⼿県⽴⼤学明るい選挙推進サポーター県⼤Voters」による学生の政治参加を促
進するための活動が総務⼤臣表彰を受賞 等

地域
貢献

・リカレント教育の実施やＩＣＴ講座等
の開催【№23】

・学部等の特色を生かしたリカレント教育の実施
・児童生徒を対象としたプログラミング教室を開催し、受講した生徒が「中高生国際
Rubyプログラミングコンテスト」で最優秀賞を受賞 等

業務
運営等

・積極的な広報活動や、各種情報媒体を
相互に連携させた広報活動の展開
【№41】

・広報方針の策定
・統一的なブランドイメージの発信に向けた「岩⼿県⽴⼤学タグライン」の制作開始
・３年ぶりの対⾯型オープンキャンパスの開催 等

Ａ

教育
・⼊試制度の検証・改善【№11】

・関係団体との連携による県内就職の促
進【№17】

・社会福祉学部における令和６年度選抜からの学科単位での募集の⾒直しや、ソフト
ウェア情報学部における令和７年度選抜からの筆記試験の方法の⾒直し

・「岩⼿県内インターンシップ推進コミュニティ」の構築・運用による県内関係団体
との連携の強化

研究 ・地域のニーズに応じた実践的な研究の
推進【№18】

・県との連携による「北いわて産業・社会⾰新ゾーンプロジェクト」における北いわ
て地域を対象とした研究活動の推進

地域
貢献

・復興及びふるさと振興に貢献するため
の取組の推進【№29】

・防災復興⽀援センターの令和５年４⽉の設置決定、「復興防災学習プログラム」の
開始

業務
運営等

・学生・教職員の心身の健康保持・増進
のための取組【№43】

・健康診断やメンタルヘルスチェックの結果を踏まえたセミナーの開催、医師や看護
職による個別相談の実施

Ｂ

教育

・科目群の特性に応じた適切な教育⽅法
の構成【№４】

・科目群の特性に応じた適切な教育方法を構成するシラバスに改定するため、シラバ
スの内容を協議し、シラバス登録システムの改修に向けた業者との調整を実施（シ
ラバスの内容の検討や業者との調整を継続）

・能動的学習の推進【№５】
・学生の学修態度や学修成果の分析を⾏った上で、能動的学習の実施効果の具体的な
検証方法を考案するため、シラバスや授業アンケートの項目を、学修目標の達成度
を測ることができるように設定するなどの⾒直しの検討を実施（シラバスや授業ア
ンケートの内容について、検討を継続）

業務
運営等

・教職員のコンプライアンス確⽴に向け
た取組の推進【№45】

・ハラスメント防⽌に関する意識の向上を図るための研修会の開催や個別研修制度の
整備による取組の強化

【研究】 教育と地域貢献を支える研究活動の強化（５の計画項目）
（ポイント）いわての「豊かなふるさと」の創生を⽀えるための戦略的な研究活動の強化

H29.4.1〜R5.3.31
（６年間）

教育と地域貢献の根幹となる高い研究力

・地域ニーズに応じた実践的研究の推進と専門領域を横断した学術研究交流の活発化
・コーディネート機能の充実強化と外部研究資金への応募（申請）、採択の促進

【地域貢献】 地域の「知の拠点」として、地域の課題解決とグローバル化に対応（７の計
画項目）
（ポイント）いわての「グローバル化」を促進するための多様な⽂化や価値観の理解促進⽀援
ネットワークの構築

・地域政策研究センター及びいわてものづくり・融合テクノロジーセンターを中心とした産学公連
携による共同研究等の実施

・地区単位の国際交流団体間の支援ネットワークの構築と多文化共生社会の実現に向けた施策の提
案と実践

・東日本大震災津波からの復興及びふるさと振興に向けた取組（学生ボランティアのノウハウの継
承、各学部の特性を活かした協働事業等）の推進と「ふるさといわて創造プロジェクト」の継続
実施

【業務運営等】教育研究活動を支える⾃主的・⾃⽴的な法⼈運営（16の計画項目）
・大学情報のデータを総合的に分析・活用・情報発信する体制（ＩＲ）の整備
・研究科の再編等教育課程や教育研究組織の見直し・再構築
・大学運営に必要な教職員の能力・資質向上のため、ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）
とＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）を融合させた研修等の実施

・男女共同参画における本学の基本方針の下、ワークライフバランスに配慮した環境の整備
・学生納付金や外部資金の積極的な確保に加え、同窓会組織の充実強化等による寄附金収入の確保

内部質保証システムによる進行管理 （全学共通計画45項目）

・全学共通の中期計画を基に、部局個別の６年間の計画を策定。また、中期計画を確実に達成
するため、各学部及び各本部等においては、６年間の工程表を作成
・中間（４年後）及び最終（６年後）段階における「目指す成果・達成状態」とともに、達成
度のメルクマールとして「数値目標」を設定

第三期中期目標期間最終年度となる令和４事業年度は、45項目からなる
事項別計画のうち、Ａ（計画どおり進んでいる）のうち、特に取組が進ん
だ項目が４項目（8.9％）、Ａ（計画どおり進んでいる）が38項目
（84.4％）、Ｂ（概ね計画どおり進んでいる）が３項目（6.7％）となり、
概ね計画どおりに進んでいる。
具体的には、⽂理融合データサイエンスプログラムの開始、学生への経

済的⽀援の充実や学生の政治参加促進の活動、リカレント教育やプログラ
ミング教室等の開催による地域貢献、広報方針の作成や３年ぶりの対⾯型
オープンキャンパスの開催等の広報活動に成果があった。一⽅で、学生の
能動的学習を促すためのシラバスの改定等については引き続き検討を進め
ることとなった。

未来創造に
資する地域貢献

未来を切り拓く
力を高める教育

区分(自己点検・評価) 項目数 割合(％)

Ａ（計画どおり
進んでいる）

特に取組が進んだ項目 ４ 8.9

38 84.4

Ｂ（おおむね計画どおり進んでいる） ３ 6.7

Ｃ（やや遅れている） ０ 0.0

Ｄ（重大な改善事項がある） ０ 0.0

計 45 100.0

令和４事業年度の主な取組状況
別紙１



○

○

○

○

【主な収益の推移】 (単位：千円)

区　分 H29 H30 R1 R2 R3 R4 (R4－R3)

3,693,065 3,600,421 3,802,992 3,780,907 3,856,403 3,813,542 ▲ 42,861

1,446,585 1,451,380 1,445,988 1,446,784 1,457,455 1,459,304 1,849

409,885 285,145 184,925 374,785 408,475 290,477 ▲ 117,998

66,778 98,675 73,854 39,690 47,523 79,333 31,810

※　学生納付金収益は、授業料収益、入学金収益及び検定料収益の合計額です。

※　補助金収益のうち、大規模施設修繕に係る県の補助金は286,807千円です。

○

○

○

【当期総利益の推移】 (単位：千円)

区　分 H29 H30 R1 R2 R3 R4 (R4－R3)

経常費用 5,809,606 5,447,359 5,590,910 5,647,721 5,767,456 5,868,164 100,708

経常収益 5,848,835 5,658,337 5,738,501 5,904,178 6,033,594 5,918,896 ▲ 114,698

臨時損失 454 17 470 567 70 1,245 1,175

臨時利益 454 317 470 567 70 31,280 31,210

232,527 167,628 162,773 156,696 220,908 270,232 49,324

当期総利益 271,756 378,905 310,365 413,153 487,046 350,999 ▲ 136,047

◎

【問合せ先】
岩手県立大学事務局次長兼総務室長　新沼
℡019-694-2036

　令和４年度は、一定の利益を計上することとなりましたが、18歳人口の減少、地域社会のグローバル化、東日本
大震災からの復興等の環境下で、本学は、永続的に県民等の期待に応えられる大学として健全経営に努め、今
後とも公立大学としての使命を果たしてまいります。

　目的積立金については、学内情報システムの一部更新費用、学長特別枠事業などに充てるため、2億7,000万
円余を取崩して充当しました。

■　当期総利益の状況

　これらの結果、当期総利益は3億5,100万円余と前年度と比較し1億3,600万円余の減となりました。

　この当期総利益については、令和4年度が第3期中期目標期間の最終年度であることから、第3期末の目的積立
金及び積立金と合わせ、第4期中期目標期間への繰越等について県と協議しております。

目的積立金取崩

※  地方独立行政法人の損益計算書では、経常費用から経常収益を控除して経常利益を示したあと、臨時損益項目を
  加減 して当期純利益が示され、さらに目的積立金取崩額等を記載して当期総利益が最終行で示されます。

※  本学の当期中期計画において、目的積立金は、教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設整備の改善に充てる
　 こととしています。

別紙２－１

産学連携等研究収益

令和４年度(第18期事業年度)公立大学法人岩手県立大学決算概要について

地方独立行政法人の損益計算書（運営状況）の表示ルールに従い、その概要をお知らせします。

■　事業の実施に係る費用の状況

　経常費用は、総額58億6,800万円余と前年度と比較し１億円余の増となりました。

　これは、学内情報システムの更新費用が減となった一方、電気料の高騰や新型コロナウイルス感染症の収束に
伴う教職員の出張が増えたこと、７年に１回の大学認証評価の受審等により増となったことが主な要因であります。

■　費用に対する財源手当の状況

　経常収益は、総額59億1,900万円余と前年度と比較し1億1,500万円余の減となりました。

　これは、設置団体である県からの運営費交付金における基本額や授業料減免分等の減、補助金等収益におけ
る県からの大規模施設修繕等に係る施設等整備費補助金の減が主な要因であります。

運営費交付金収益

学生納付金収益

補助金収益



                                                                 

                                                                                                                

                                                                 

                                                                 

                                                                 

                                                                 

                                                                 

                                                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公立大学法人 岩手県立大学 令和４年度決算の概要  

別紙２－２ 



H28.12.22


